
表4によれば、有業者全体の約半数が「300万円未満」の所得者層に属し、「小

学・中学」卒業者の71%、「高校・旧制中」60%、「専門学校」53%、「短大・高専」64%、

「大学」33%、「大学院」16%がこの層に属しているようです。そして、「専門学校」

「大学」「大学院」卒業者で「300万円以上」の所得者層が目立ち始め、「大学院」卒業者になると「1,000万円以上」の所

得者層の割合が高くなっています。すごいですね～。
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〈統計トピックス〉

では最後に、皆さまへのお願いです。「就業構造基本調査」は、皆様のより良い労働環境等を作る

ための各種施策に使われる大切な統計調査です。皆さまのもとに、調査員がお伺いした際には、ご

協力の程、どうぞよろしくお願いします。

ところで、皆さんは何かしらの自己啓発

やってますか？「自己啓発を行っている者

の方が高い所得を受けている傾向がある。」

そうですよ。(表6）（当然と言えば当然ですが･･･。）

何やら500万円以上の所得者層でその傾向

が強い?ようです。この結果にご興味のある方は、自己啓発されてみてはいかがでしょう。蒔かぬ種からは何も生えませんよ。

平成24年

15歳以上
人口

有業率
順
位

H19
有業率有業者 無業者

全 国 110,815.1 64,420.7 46,394.4 58.1 (59.8) 

東 京 都 11,726.6 7,328.4 4,398.3 62.5 1 (63.5) 

福 井 県 689.2 422.9 266.3 61.4 2 (62.6) 

愛 知 県 6,364.7 3,908.4 2,456.2 61.4 2 (64.2) 

…

沖 縄 県 1,157.2 650.8 506.4 56.2 31 (56.6) 

…

徳 島 県 680.2 369.3 310.8 54.3 45 (55.6) 

秋 田 県 943.6 511.4 432.2 54.2 46 (56.7) 

奈 良 県 1,209.8 643.1 566.7 53.2 47 (55.0) 

さて、皆さんは、「就業構造基本調査」についてご存じですか？「就業構造基本調査」は、統計法に基づき実施されてい

る国の重要な統計調査の一つで、正規・非正規雇用者、高齢者・若年層の就業状況、育児・介護と就業の関係などについ

て、全国、地域別に明らかにすることを目的に、この10月に実施されることとなっています。そこで今回は、前回平成24年

の調査結果から当時の就業状況について少し覗いてみることにしました。
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ちなみに、平成24年における沖縄

県の非正規職員等の割合は、男性

30.5%、女性60.1%と、いずれも全国

平均を上回っており、特に、男性での

増加が顕著のようです。(表3)

では次に、非正規職員・従業員（以下、「非正規職員等」という。）の割合をみてみましょう。（表2）

沖縄県は言わずもがな44.5%と全国一非正規職員等の割合が高い地域となって

います。そして、北海道42.8%、京都府41.8%と続きます。この割合、平成19年と比べる

と、全国的に増加していたようです。

はいた～い、９月ないびたんやー。くねぇーだ、 アーケージュー てぃーち 見じゃびたん。 なーやがてぃ 秋やいびんやー。

表1：都道府県別有業者数及び無業者数
（有業率/上位・下位3位）（平成24年）

蒔かぬ種は生えぬ!?

～「平成29年就業構造基本調査」実施されます～

(資料)表1-5 総務省「平成24年就業構造基本調査」 表3 沖縄県「平成24年就業構造基本調査」

では始めに、有業率から。表1をご覧ください。 全国一有業率が高いのは・・・、東

京の62.5%です。（“・・・でしょうね”って感じですか？） 続いて福井県、愛知県の61.4%で、沖縄県

はと言えば、第31位の56.2%。全国平均の58.1%を下回っているようです。この有

業率、平成19年と比べると、全国的に減少傾向にあったようです。

ちなみに、沖縄県では男女ともに「100

～199万円」における所得者層の割合が高

く、特に、女性は「200万円未満」の層に集

中しているようです。（表5）

次に、学歴別で所得にどのような

違いがあるのかみてみましょう。

表5：男女、所得別有業者数の割合（沖縄県）
（平成24年）

（千人,％）

平成24年
H19

非正規
割合

雇用者
(役員を除く)

非正規
割合

順
位正規の職員

・従業員
非正規の職員

・従業員

全国 53,537.5 33,110.4 20,427.1 38.2 (35.5)

沖縄県 533.5 296.0 237.5 44.5 1 (40.7)

北海道 2,234.6 1,277.8 956.8 42.8 2 (38.2)

京都府 1,041.8 606.7 435.0 41.8 3 (40.0)

大阪府 3,574.0 2,097.9 1,476.1 41.3 4 (38.6)

福岡県 2,042.0 1,225.9 816.1 40.0 5 (36.5)

鹿児島県 649.0 389.7 259.3 40.0 5 (34.8)

（千人,％）

表2：都道府県別雇用者（役員を除く）数
（非正規割合/上位5位）（平成24年）

表3：男女別雇用者（役員を除く）数に占める非正規の職員・
従業員の割合の推移（全国、沖縄）（平成9年～24年）

教育 総数（全国）

総数2)
卒 業 者

在学者
所得 総数 小学・中学 高校・旧制中 専門学校3) 短大・高専 大学 大学院

総数 1) 64,420,700 62,712,500 97.35 6,086,500 9.45 28,505,200 44.25 4,791,000 7.44 5,615,300 8.72 15,693,000 24.36 1,661,700 2.58 1,427,200 2.22

100万円未満 11,175,700 (17.35) 9,904,200 (15.79) 1,672,000 (27.47) 5,133,500 (18.01) 595,600 (12.43) 1,250,100 (22.26) 1,137,600 (7.25) 59,800 (3.60) 1,218,100 (85.35)

100 ～ 199 11,724,500 (18.20) 11,545,100 (18.41) 1,556,200 (25.57) 6,334,300 (22.22) 839,400 (17.52) 1,216,300 (21.66) 1,454,000 (9.27) 78,600 (4.73) 120,900 (8.47)

200 ～ 299 11,791,300 (18.30) 11,711,800 (18.68) 1,095,500 (18.00) 5,683,900 (19.94) 1,093,700 (22.83) 1,120,800 (19.96) 2,524,600 (16.09) 131,200 (7.90) 32,700 (2.29)

300 ～ 399 8,399,500 (13.04) 8,359,100 (13.33) 607,300 (9.98) 3,638,700 (12.77) 811,600 (16.94) 673,700 (12.00) 2,385,000 (15.20) 200,500 (12.07) 11,500 (0.81)

400 ～ 499 6,027,200 (9.36) 6,005,200 (9.58) 326,100 (5.36) 2,435,900 (8.55) 577,800 (12.06) 432,200 (7.70) 2,006,000 (12.78) 202,000 (12.16) 10,400 (0.73)

500 ～ 599 4,136,700 (6.42) 4,121,700 (6.57) 147,800 (2.43) 1,585,500 (5.56) 350,700 (7.32) 270,800 (4.82) 1,543,700 (9.84) 209,100 (12.58) 3,900 (0.27)

600 ～ 699 2,899,800 (4.50) 2,893,500 (4.61) 78,500 (1.29) 1,056,000 (3.70) 194,600 (4.06) 195,900 (3.49) 1,194,600 (7.61) 165,000 (9.93) 2,900 (0.20)

700 ～ 799 2,041,100 (3.17) 2,034,500 (3.24) 44,300 (0.73) 648,400 (2.27) 101,800 (2.12) 116,300 (2.07) 971,200 (6.19) 147,500 (8.88) 2,000 (0.14)

800 ～ 899 1,350,500 (2.10) 1,347,300 (2.15) 28,200 (0.46) 393,700 (1.38) 45,600 (0.95) 72,800 (1.30) 688,100 (4.38) 114,100 (6.87) 700 (0.05)

900 ～ 999 795,800 (1.24) 793,600 (1.27) 17,900 (0.29) 207,500 (0.73) 22,300 (0.47) 37,400 (0.67) 426,100 (2.72) 79,300 (4.77) - -

1000万円以上 1,836,300 (2.85) 1,830,000 (2.92) 48,700 (0.80) 315,300 (1.11) 38,000 (0.79) 60,200 (1.07) 1,107,600 (7.06) 254,200 (15.30) 2,600 (0.18)

表4：所得・教育別有業者数（全国）（平成24年）

※ 割合は、県統計課にて算出

※ 1)「家族従業者」を含む。 2)「未就学者」を含む。

3)「専門学校」は，修業年限が２年以上４年未満のもの。同１年以上２年未満は「高校・旧制中」

に、同４年以上は「大学」に含めた。
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表6過去1年間の自己啓発の実施の有無別年収分布
（30歳以上55歳未満、役員又は正規の職員・従業員、男女計）（平成24年）

（％）（％）

んー あち

所得・・・本業から通常得ている年間所得（税込み額）をいう（現物収入は除く。）。

平成29年9月（No.467）

（％）

※ 県統計課にて順位付け

※ 県統計課にて順位付け

表6 厚生労働省「平成26年版 労働経済の分析」


